
竹原市の給与・定員管理等について 

 

竹原市人事行政の運営等の状況について 

地方公務員法第５８条の２及び竹原市人事行政の運営等の状況に関する条例第６条の規定に 

基づき，平成２５年度における人事行政の運営等の状況を公表します。 
 

 

１ 総括 

 

（１）人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口 

(H25.3.31 現在) 

歳出額 

A 

実質収支 

 

人件費 

B 

人件費率 

B／A 

人件費率 

(前年度) 

 
２４年度 28,525 人 11,641,351 千円 176,162 千円 2,350,436 千円 20.2％ 20.2％ 

 

 

（２）職員給与費の状況（普通会計決算） 

区 分 職員数 A 
給     与     費 １人当たり 

給与費 B／A 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計 B 

２４年度 232 人 900,567 千円 134,529 千円 320,769 千円 1,355,865 千円 5,844 千円 

【参考】 １人当たり給与費の類似団体平均：5,703 千円 

（注）１ 職員手当には退職手当を含みません。 

２ 職員数は，平成２４年４月１日現在の人数です。 

３ 給与費については，再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれており，職員数には当該職員を含みません。 

 

 

（３）特記事項（給与減額の状況） 

国の要請等を踏まえた 

減額措置の取組み 
実施（実施期間：平成２５年７月１日から平成２６年３月３１日まで） 

減額措置の内容 

①減額率（減額給与）：部長・課長級 ▲9.77％（給料・管理職手当） 

          課長補佐・係長・主任主事級 ▲6％（給料） 

          主事級 ▲3％（給料） 

②ラスパイレス指数：104.4（平成２５年７月１日現在） 

 
その他の減額措置の 

取組み 
実施（実施期間：平成２４年４月１日から平成２５年６月３０日まで） 

減額措置の内容 

①減額率（減額給与）：部長・課長級 ▲5％（給料・管理職手当・期末勤勉手当） 

②ラスパイレス指数：110.7（平成２５年４月１日現在） 

 ラスパイレス指数（参考）：102.2（平成２５年４月１日現在，国家公務員の時限

的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額

措置が無いとした場合の値） 

 

 

 



（４）ラスパイレス指数の状況 

 

（注）１ ラスパイレス指数とは，全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため，国の職員数（構成）を用いて，学歴

や経験年数の差による影響を補正し，国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を 100 として計算した指数です。 

２ 類似団体平均とは，人口規模，産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。 

３ 「参考値」は，国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値です。 

 

 

 

２ 職員の平均給与月額，初任給等の状況 

 

（１）職員の平均年齢，平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２５年４月１日現在） 

 ① 一般行政職 

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額(国比較ベース) 

本市 40.5 歳 325,968 円 383,111 円 340,323 円 

広島県 44.5 歳 345,681 円 435,921 円 383,628 円 

国 43.1 歳 307,220（332,446）円 － 376,257（405,463）円 

類似団体 42.8 歳 322,051 円 372,860 円 347,747 円 

 

② 技能労務職 

区分 

公務員   

平均 

年齢 
職員数 

平均給料 

月額 

平均給与 

月額 (A) 

平均給与月額 

(国比較ベース) 
    

本市 

(調理員・

用務員) 

51.9 歳 15 人 378,972円 393,944円 386,539 円 
    

    

広島県 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊     

国 49.9 歳 3,272人 
272,119円 

(286,850) 
－ 

309,534 円 

(325,400) 
    

類似団体 49.3 歳 23 人 309,919円 334,443円 322,272 円     

 

 

 



 

 

※「＊」は対象となる職員数が１人又は２人のため個人情報保護の観点から公表が差し控えられています。 

（注）１ 「平均給料月額」とは，平成２５年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です｡ 

２ 「平均給与月額」とは，給料月額と毎月支払われる扶養手当，地域手当，住居手当などの諸手当の額を合計したものです。 

また，（国比較ベース）は，比較のため国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出したものです。 

    ３ 国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額（国比較ベース）」の括弧書きは，給与改定・臨時特例法による給与減

額措置がないとした場合の値（減額前）です。 

 

 

（２）職員の初任給の状況（平成２５年４月１日現在） 

区分 本市 広島県 国 

一般行政職 
大学卒 178,800 円 176,278 円 163,987（172,200）円 

高校卒 149,800 円 142,462 円 133,418（140,100）円 

技能労務職 高校卒 149,800 円 － － 

（注） 国家公務員欄における括弧書きは，給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値（減額前）です。 

 

 

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２５年４月１日現在） 

区分 経験年数 10～14 年 経験年数 15～19年 経験年数 20～24年 経験年数 25～29年 

一般行政職 
大学卒 292,331 円 340,020 円 384,978 円 407,368 円 

高校卒 － ＊ ＊ 376,575 円 

技能労務職 高校卒 － － － － 

※ 「－」は該当職員なしの表示，「＊」は該当職員が３人以下（公表を差し控えます。）の表示です。 

 

 



３ 一般行政職の級別職員数等の状況 

 

（１）一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成２５年４月１日現在） 

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比 １号給の給料月額 最高号給の給料月額 

１級 主事・技師 8 人 4.5％ 135,600 円 243,700 円 

２級 
相当高度の知識又は経験を必要とする 

業務を行う主事・技師 
15 人 8.5％ 185,800 円 307,800 円 

３級 
特に高度の知識又は経験を必要とする 

業務を行う主事・技師 
27 人 15.3％ 222,900 円 354,700 円 

４級 主任主事・主任技師 42 人 23.9％ 261,900 円 388,300 円 

５級 係長・専門員 50 人 28.4％ 289,200 円 405,800 円 

６級 課長補佐・室長補佐 10 人 5.7％ 320,600 円 422,600 円 

７級 部長・参事・課長・室長・主査 24 人 13.6％ 366,200 円 456,200 円 

（注）１ 竹原市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

２ 標準的な職務内容とは，それぞれの級に該当する代表的な職務です。 

 
 

 

（２）昇給への勤務成績の反映状況 

 平成２５年１月１日における定期昇給においては，評定期間（１年間）の全期間を通して勤務した者に

ついて，昇給（標準４号給，５５歳以上については２号給）を実施しています。 

 

 

 



４ 職員の手当の状況 

 

（１）期末手当・勤勉手当 

本市 広島県 国 

１人当たり平均支給額 

（平成２４年度）1,378 千円 

１人当たり平均支給額 

（平成２４年度）1,540 千円 
－ 

（平成２４年度支給割合） 

期末手当    勤勉手当 

2.60 月分    1.35 月分 

（1.45 月分）  （0.65 月分） 

（平成２４年度支給割合） 

期末手当    勤勉手当 

2.60 月分    1.35 月分 

（1.45 月分）  （0.65 月分） 

（平成２４年度支給割合） 

期末手当    勤勉手当 

2.60 月分    1.35 月分 

（1.45 月分）  （0.65 月分） 

（加算措置の状況） 

職制上の段階，職務の級等による

加算措置 

・職務の級による加算 5～15％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階，職務の級等による

加算措置 

・役職加算 5～20％ 

・管理職加算 15～25％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階，職務の級等による

加算措置 

・役職加算 5～20％ 

・管理職加算 10～25％ 

（注） （ ）内は，再任用職員に係る支給割合である。 

 

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況 

 成績率による差は設けず，一律の支給を行っています。ただし，基準日以前６月以内の期間において， 

勤務をしなかった期間がある場合，その期間に係る手当は減額しています。 

 

 

 

（２）退職手当（平成２５年４月１日現在） 

本市 国 

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年 

勤続２０年 23.03 月分 30.87 月分 勤続２０年 23.03 月分 28.7875 月分 

勤続２５年 32.83 月分 38.955 月分 勤続２５年 32.83 月分 38.955 月分 

勤続３５年 46.55 月分 55.86 月分 勤続３５年 46.55 月分 55.86 月分 

最高限度額 55.86 月分 55.86 月分 最高限度額 55.86 月分 55.86 月分 

その他の加算措置   その他の加算措置   

定年前早期退職特別措置 2～20% 

（退職時特別昇給  なし  ） 

１人当たりの平均支給額 95 千円  26,831 千円 

定年前早期退職特別措置 2～20% 

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は，平成２４年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。 

 

 

 



 

（３）地域手当（平成２５年４月１日現在） 

支給実績（平成２４年度決算） 310 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２４年度決算） 103,263 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

広島県広島市 3％ 3 人 10％ 

 

 

（４）特殊勤務手当（平成２５年４月１日現在） 

支給実績（平成２４年度決算） 421 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２４年度決算） 14,516 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２４年度） 11.4％ 

手当の種類（手当数） 5 種類 

手当の名称 
主な支給対象 

職員 
主な支給対象業務 

支給実績 

(平成２４年度決算) 

左記職員に対する

支給単価 

税務事務に従事する職

員の特殊勤務手当 

税務課収納係及

び徴収事務従事

職員 

市税の徴収に関する

事務に従事 
124,250 円 

月額 1,500 円 

日額 250 円 

防疫等作業に従事する

職員の特殊勤務手当 
作業従事職員 

感染症患者救護又は

家畜伝染病の病原体

を有する家畜の防疫

作業等に従事 

0 円 日額 500 円 

行旅病人又は行旅死亡

人等の収容に従事する

職員の特殊勤務手当 

収容従事職員 
行旅病人又は行旅死

亡人等の収容に従事 
0 円 

病人の場合は１件 

500 円， 

死亡人の場合は 

１件 1,000 円 

社会福祉業務に従事す

る職員の特殊勤務手当 

生活保護及び高

齢者等福祉業務

従事職員 

福祉事務所に勤務

し，社会福祉事務に

従事 

252,000 円 月額 1,500 円 

死体犬等の処理作業に

従事する職員の特殊勤

務手当 

作業従事職員 
死体犬等の処理作業

に従事 
44,700 円 １件 150 円 

 

 

（５）時間外勤務手当 

支給実績（平成２４年度決算） 74,379 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２４年度決算） 326,226 円 

支給実績（平成２３年度決算） 62,429 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２３年度決算） 271,431 円 

 

 

 



（６）その他の手当（平成２５年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価 
国の制度

との異同 

国の制度と 

異なる内容 

支給実績 

(平成２４年度決算) 

支給職員１人当たり

平均支給年額 

(平成２４年度決算) 

扶養手当 

・配偶者 13,000 円 

・配偶者以外 6,500 円 

・１人（配偶者なし）11,000 円 

・特定期間の加算 5,000 円 

同  24,132 千円 232,041 円 

住居手当 

住宅を借り受け，月額 12,000 円を

超える家賃を支払っている場合 

 27,000 円以内 

同  19,659 千円 258,672 円 

通勤手当 

・交通機関利用者 運賃等相当額 

・自動車等の使用者 

 3,700 円～24,500 円 

異 

(国) 

自動車等の使用者 

2000 円～24,500 円 

14,649 千円 94,510 円 

単身赴任

手当 

23,000 円に 6,000 円～45,000 円を

加算した額 
同  0 千円 0 円 

宿日直 

手当 

宿日直勤務を命ぜられた職員 

・１日 1,900 円 

・半日 950 円 

異 
(国) 

4,200 円 
0 千円 0 円 

管理職 

手当 

・部長 給料月額×10％ 

・課長 給料月額×8％ 

・主査 給料月額×6％ 

異 
(国) 

役職に応じて定額化 
11,050 千円 409,244 円 

管理職員

特別勤務

手当 

管理職が，臨時又は緊急の公務等に

より週休日，休日等に勤務した場合 

・部長 6,000 円 

・課長 5,000 円 

・主査 4,000 円 

異 
(国) 

6,000 円～12,000 円 
43 千円 8,600 円 

 

 

 

５ 特別職の報酬等の状況（平成２５年４月１日現在） 

区分 給料月額等 

給

料 

市 長 

 

 

副市長 

 

 

733,500 円（H15.4.1～H25.6.30） 

652,000 円（H25.7.1～H26.3.31） 

（815,000 円） 

618,450 円（H15.4.1～H25.6.30） 

585,200 円（H25.7.1～H26.3.31） 

（665,000 円） 

【参考】類似団体における最高／最低額 

 市 長 989,000 円／259,000 円 

 副市長 816,000 円／483,000 円 

報

酬 

議 長 

副議長 

議 員 

440,000 円 

395,000 円 

355,000 円 

議 長 545,000 円／230,000 円 

副議長 474,000 円／200,000 円 

議 員 450,000 円／180,000 円 

期

末

手

当 

市 長 

副市長 

（平成２５年度支給割合） 

 3.95 月 

議 長 

副議長 

議 員 

（平成２５年度支給割合） 

 3.95 月 

退
職
手
当 

 

市 長 

副市長 

（算定方式）         （１期の手当額）  （支給時期） 

 給料月額×年数×435／100   14,181,000 円    任期毎 

給料月額×年数×270／100    7,182,000 円    任期毎 

（注）１ 給料及び報酬の（ ）内は，減額措置を行う前の金額である。 

２ 退職手当の「１期の手当額」は，４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき，１期（４年）を勤めた場合の退職手当の見込額です。 



６ 職員数の状況 

 

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在） 

区分 

部門 

職員数 対前年 

増減数 
主な増減理由 

平成２４年 平成２５年 

普 

通 

会 

計 

部 

門 

一

般

行

政

部

門 

議会 

総務 

税務 

労働 

農林水産 

商工 

土木 

民生 

衛生 

    3 

   48 

   16 

    1 

   10 

    5 

   27 

   74 

   16 

    3 

   49 

   16 

    1 

   8 

    5 

   26 

   76 

   15 

 

1 

 

 

▲2 

 

▲1 

2 

▲1 

業務増加等に伴う増 

事務の統廃合等に伴う減 

計   200   199 ▲1 

【参考】 

 人口１万人当たり職員数 69.76 人 

（類似団体の人口１万人当たり職員数 71.57 人） 

教育部門    33    35 2 業務増加等に伴う増 

消防部門     －     － －  

小計    233    234 1 

【参考】 

 人口１万人当たり職員数 82.03 人 

（類似団体の人口１万人当たり職員数 94.00 人） 

公
営
企
業
等 

会
計
部
門 

水道 

下水道 

その他 

   10 

    7 

   16 

   9 

    7 

   15 

▲1 

 

▲1 

事務の統廃合等に伴う減 

小計    33    31 ▲2  

合計 
266 

[397] 

265 

[397] 

▲1 

 

【参考】 

 人口１万人当たり職員数 92.90 人 

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数です。 

２ [ ]内は，条例定数の合計である。 

 

 

（２）年齢別職員構成の状況（平成２５年４月１日現在） 

 

区 分 
20 歳 

未満 

20 歳 

～   

23 歳 

24 歳 

～   

27 歳 

28 歳 

～   

31 歳 

32 歳 

～   

35 歳 

36 歳 

～   

39 歳 

40 歳 

～   

43 歳 

44 歳 

～   

47 歳 

48 歳 

～   

51 歳 

52 歳 

～   

55 歳 

56 歳 

～   

59 歳 

60 歳 

以上 
計 

職員数 0 人 15 人 23 人 23 人 24 人 37 人 24 人 37 人 28 人 30 人 22 人 2 人 265 人 



 

 

（３）職員数の推移 

年度 

部門別 
平成２０年 平成２１年 平成２２年 平成２３年 平成２４年 平成２５年 

過去５年間の

増減数（率） 

一般行政 190 人 193 人 186 人 193 人 200 人 199 人 
9 人 

（4.7％） 

教育 48 人 45 人 46 人 41 人 33 人 35 人 
▲13 人 

（▲27.1％） 

普通会計計 238 人 238 人 232 人 234 人 233 人 234 人 
▲4 人 

（▲1.7％） 

公営企業等会計計 34 人 33 人 32 人 34 人 33 人 31 人 
▲3 人 

（▲8.8％） 

総合計 272 人 271 人 264 人 268 人 266 人 265 人 
▲7 人 

（▲2.6％） 

（注） 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。 

 

 

 

７ 公営企業（水道事業）職員の状況 

 

（１）職員給与費の状況 

区 分 
総費用 

Ａ 
純損益 

職員給与費 

Ｂ 

総費用に占める職員

給与費比率 B／A 

２３年度の総費用に 

占める職員給与費比率 

２４年度 718,556 千円 18,533 千円 81,995 千円 11.4％ 12.1％ 

（注）資本勘定支弁職員については，該当者はありません。 

 

区 分 職員数 A 
給     与     費 １人当たり 

給与費 B／A 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計 B 

２４年度 10 人 41,497 千円 7,328 千円 15,301 千円 64,126 千円 6,413 千円 

【参考】 市町村平均１人当たり給与費：6,258 千円 

（注）１ 職員手当には退職手当を含みません。 

２ 職員数は，平成２４年４月１日現在の人数。 

 

 

（２）職員の基本給，平均月収額及び平均年齢の状況（平成２５年４月１日現在） 

区分 平均年齢 基本給 平均月収額 

本市（水道事業） 47.3 歳 359,656 円 534,382 円 

本市（一般行政職） 40.5 歳 335,900 円 500,844 円 

市町村平均（水道事業） 45.2 歳 353,532 円 520,694 円 

（注）１ 基本給は，給料及び扶養手当の合算額です。 

２ 平均月収額には，期末手当・勤勉手当等を含みます。 

 

 

 



 

（３）職員の手当の状況 

 ① 期末手当・勤勉手当 

本市（水道事業） 本市（一般行政職） 

１人当たり平均支給額 

（平成２４年度）1,494 千円 

１人当たり平均支給額 

（平成２４年度）1,413 千円 

（平成２４年度支給割合） 

期末手当    勤勉手当 

2.60 月分    1.35 月分 

（1.45 月分）  （0.65 月分） 

（平成２４年度支給割合） 

期末手当    勤勉手当 

2.60 月分    1.35 月分 

（1.45 月分）  （0.65 月分） 

（加算措置の状況） 

職制上の段階，職務の級等による

加算措置 

・職務の級による加算 5～15％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階，職務の級等による

加算措置 

・職務の級による加算 5～15％ 

（注） （ ）内は，再任用職員に係る支給割合である。 

 

② 退職手当（平成２５年４月１日現在） 

本市（水道事業） 本市（一般行政職） 

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年 

勤続２０年 23.03 月分 30.87 月分 勤続２０年 23.03 月分 30.87 月分 

勤続２５年 32.83 月分 38.955 月分 勤続２５年 32.83 月分 38.955 月分 

勤続３５年 46.55 月分 55.86 月分 勤続３５年 46.55 月分 55.86 月分 

最高限度額 55.86 月分 55.86 月分 最高限度額 55.86 月分 55.86 月分 

その他の加算措置   その他の加算措置   

  定年前早期退職特別措置    2%～20% 

（退職時特別昇給  なし  ） 

１人当たりの平均支給額  ＊ 

  定年前早期退職特別措置    2%～20% 

（退職時特別昇給  なし  ） 

１人当たりの平均支給額  116 千円 27,774 千円 

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は，平成２４年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。 

※ 「＊」は該当職員が３人以下（公表を差し控えます。）の表示です。 

 

③ 地域手当（平成２５年４月１日現在） 

支給実績（平成２４年度決算） 0 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２４年度決算） 0 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率） 

広島県広島市 3％ 0 人 3％ 

 

④ 特殊勤務手当（平成２５年４月１日現在） 

支給実績（平成２４年度決算） 155 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２４年度決算） 11,923 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２４年度） 100％ 

手当の種類（手当数） 1 種類 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績（平成２４年度決算）  左記職員に対する支給単価 

現場手当 作業従事職員 
送，配水管等破損による緊急

を要する復旧作業等に従事 
155,000 円 １回 1,000 円 

 



 

⑤ 時間外勤務手当 

支給実績（平成２４年度決算） 4,579 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２４年度決算） 508,849 円 

支給実績（平成２３年度決算） 4,621 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２３年度決算） 513,390 円 

 

 

⑥ その他の手当（平成２５年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価 

一般行政職

の制度との 

異同 

一般行政職

の制度と異

なる内容 

支給実績 

(平成２４年度決算) 

支給職員１人当たり

平均支給年額 

(平成２４年度決算) 

扶養手当 

・配偶者 13,000 円 

・配偶者以外 6,500 円 

・１人（配偶者なし）11,000 円 

・特定期間の加算 5,000 円 

同  1,203 千円 240,600 円 

住居手当 

住宅を借り受け，月額 12,000 円を

超える家賃を支払っている場合 

 27,000 円以内 

同  321 千円 160,500 円 

通勤手当 

・交通機関利用者 運賃等相当額 

・自動車等の使用者 

 3,700 円～24,500 円 

同  472 千円 78,667 円 

単身赴任

手当 

23,000 円に 6,000 円～45,000 円を

加算した額 
同  0 千円 0 円 

宿日直 

手当 

宿日直勤務を命ぜられた職員 

・１日 1,900 円 

・半日 950 円 

同  0 千円 0 円 

管理職 

手当 

・部長 給料月額×10％ 

・課長 給料月額×8％ 

・主査 給料月額×6％ 

同  198 千円 197,891 円 

管理職員

特別勤務

手当 

管理職が，臨時又は緊急の公務等に

より週休日，休日等に勤務した場合 

・部長 6,000 円 

・課長 5,000 円 

・主査 4,000 円 

同  0 千円 0 円 

 

 



８ 職員の任免に関する状況 

 

（１）職員の採用状況（平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日） 

職 種 
受験者数 採用者数 前年度 

採用者数 男性 女性 計 男性 女性 計 

一 般 事 務 職 71 人 25 人 96 人 3 人 3 人 6 人 5 人 

技   術   職 － － － － － － 3 人 

保   育   士 2 人 13 人 15 人 0 人 2 人 2 人 4 人 

幼 稚 園 教 諭 1 人 4 人 5 人 0 人 1 人 1 人 1 人 

計 74 人 42 人 116 人 3 人 6 人 9 人 13 人 

 

 

（２）職員の退職等の状況（平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日） 

区  分 人  数 前年度人数 

定年退職 ９人 ７人 

勧奨退職 １人 １人 

普通退職 ６人 ３人 

分限免職 ０人 ０人 

懲戒免職 ０人 ０人 

失  職 ０人 ０人 

死亡退職 ０人 ０人 

計 １６人 １１人 

再任用職員 ４人 ４人 

（注）１ 定年退職：地方公務員法（以下「地公法」という。）第 28 条の 2 第 1 項の規定により離職すること。また，地公法第 28 条の 3 第 1

項の規定により勤務が延長され，その後離職する場合も含まれます。 

   ２ 奨励退職等：任命権者が人事管理上の目的から職員に退職勧奨を行い，これに応じて退職すること。 

   ３ 普通退職：自己都合による退職すること。 

   ４ 失職：職員が法定の欠格条項（地公法第 16 条各号（第 3 号を除く）に該当する場合で行政処分によることなく当然に離職するもの）

に該当し離職すること。 

   ５ 再任用職員：定年退職者等で再任用された職員 

 

 

 

 



９ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 

（１）職員の勤務時間（一般職の標準的なものを記入）（平成２５年４月１日現在） 

１週間の 

勤務時間 
開始時刻 終了時刻 休憩時間 

３８時間４５分  ８：３０ １７：１５ １２：００～１３：００ 

（注） 休憩時間：職員が勤務時間の途中において，勤務から解放され，自己の時間として自由に利用することが保障されている時間であり，

労働基準法に準拠しているもの。 

 

 

（２）年次有給休暇の取得状況（平成２４年１月１日～１２月３１日） 

総付与日数 

Ａ 

総使用日数 

Ｂ 

全対象職員数 

Ｃ 

平均使用日数 

Ｂ/Ｃ 

取得率 

Ｂ/Ａ 

8,064 日 1,590.9 日 205 人 7.8 日 19.7％ 

（注）１ 「全対象職員数」とは，平成２４年１月１日から１２月３１日までの全期間を在職した市長部局に属する一般職員で，当該期間の中

途に採用された者及び退職した者並びに当該期間中に育児休業，休職の事由がある職員並びに派遣職員を除くものとする。 

２ 「総付与日数」とは，平成２４年１月１日現在において各職員に付与された日数（前年からの繰越分を含む。）を全対象職員にわた

って合計したものをいう。 

 

 

（３）時間外勤務及び休日勤務等の状況（平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日） 

時間外・休日勤務総時間数 
職員一人当たりの 

時間外・休日勤務月平均時間数  

28,537 時間 10.0 時間 

（注）１ 「時間外・休日勤務総時間数」は，当該年度中の時間外勤務等の総時間数。 

２ 「職員一人当たりの時間外・休日勤務月平均時間数」は，「時間外・休日勤務総時間数」を対象職員（管理職を除く）数で除したも

の。 

 

 

（４）特別休暇の内容（平成２５年４月１日現在） 

区      分 期   間   等 

職員が選挙権その他公民としての権利を行使する場合で，

その勤務しないことがやむを得ないと認められるとき 

必要と認められる期間 

職員が裁判員，証人，鑑定人，参考人等として国会，裁判

所，地方公共団体の議会その他官公署へ出頭する場合で，そ

の勤務しないことがやむを得ないと認められるとき 

必要と認められる期間 

所轄庁の事務又は事業の運営上の必要に基づく事務又は事

業の全部又は一部の停止（台風の来襲等による事故発生の防

止のための措置を含む。） 

必要と認められる期間 

職員が骨髄移植のための骨髄液の提供希望者としてその登

録を実施する者に対して登録の申出を行い，又は骨髄移植の

ため配偶者，父母，子及び兄弟姉妹以外の者に骨髄液を提供

する場合で，当該申出又は提供に伴い必要な検査，入院等の

ため勤務しないことがやむを得ないと認められるとき 

必要と認められる期間 



職員が自発的に，かつ，報酬を得ないで次に掲げる社会に

貢献する活動（専ら親族に対する支援となる活動を除く。）

を行う場合で，その勤務しないことが相当であると認められ

るとき 

ア 地震，暴風雨，噴火等により相当規模の災害が発生した

被災地又はその周辺の地域における生活関連物資の配布そ

の他の被災者を支援する活動 

イ 障害者支援施設，特別養護老人ホームその他の主として

身体上若しくは精神上の障害がある者又は負傷し，若しく

は疾病にかかった者に対して必要な措置を講ずることを目

的とする施設であって市長が定めるものにおける活動 

ウ ア及びイに掲げる活動のほか，身体上若しくは精神上の

障害，負傷又は疾病により常態として日常生活を営むのに

支障がある者の介護その他の日常生活を支援する活動 

１の年において５日の範囲内の期間 

  

  

  

６週間（多胎妊娠の場合にあっては，14 週間）以内に出産

する予定である女子職員が申し出た場合 

出産の日までの申し出た期間 

女子職員が出産した場合 出産の日の翌日から８週間を経過する日まで

の期間（産後６週間を経過した女子職員が就

業を申し出た場合において医師が支障がない

と認めた業務に就く期間を除く。） 

妊娠中又は出産の日後１年以内の女子職員が母子保健法

（昭和 40 年法律第 141 号）第 10 条に規定する保健指導又は

同法第 13 条に規定する健康診査を受ける場合 

妊娠満 23 週（第６月末）までは４週間に１回，

妊娠満 24 週（第７月）から満 35 週（第９月

末）までは２週間に１回，妊娠満 36 週（第 10

月）から出産までは１週間に１回，出産の日

後１年まではその間に１回（医師等の特別の

指示があった場合には，いずれについてもそ

の指示された回数）とし，その都度必要と認

められる時間 

妊娠中の女子職員が請求した場合において，当該職員が通

勤に利用する交通機関の混雑の程度が母体又は胎児の健康保

持に影響があると認められる場合 

正規の勤務時間の始め又は終わりにおいて，

１日につき１時間を超えない範囲内で必要と

認められる時間 

生理日において勤務することが著しく困難である女子職員

の生理の場合 

２日を超えない範囲内においてその都度必要

と認められる期間 

生後１年に達しない子を育てる職員が，その子の保育のた

めに必要と認められる授乳等を行う場合 

１日２回（短時間勤務職員の勤務時間が４時

間以下の日にあっては１回）それぞれ 30 分以

内の期間（男子職員にあっては，その子の当

該職員以外の親が当該職員がこの号の休暇を

使用しようとする日におけるこの号の休暇

（これに相当する休暇を含む。）を承認され，

又は労働基準法第67条の規定により同日にお

ける育児時間を請求した場合は，１日２回そ

れぞれ30分から当該承認又は請求に係る各回

ごとの期間を差し引いた期間を超えない期

間） 

職員の妻（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情に

ある者を含む。）が出産する場合で，職員が妻の出産に伴い

必要と認められる入院の付添い等のため勤務しないことが相

当であると認められるとき 

市長が定める期間内における２日の範囲内の

期間 

小学校の始期に達するまでの子（配偶者の子を含む。以下

この号において同じ。）を養育する職員がその子の看護（負

傷し，若しくは疾病にかかったその子の世話又は疾病の予防

を図るために必要なものとして市長が定めるその子の世話を

行うことをいう。）のため勤務しないことが相当であると認

められるとき 

１の年において５日（その養育する小学校就

学の始期に達するまでの子が２人以上の場合

にあっては，10 日）の範囲内の期間 

条例第 15条第１項に規定する日常生活を営むのに支障があ

る者（以下この号において「要介護者」という。）の介護そ

の他の市長が定める世話を行う職員が，当該世話を行うため

勤務しないことが相当であると認められるとき 

１の年において５日（要介護者が２人以上の

場合にあっては，10 日）の範囲内の期間 

職員の親族（別表第３の親族欄に掲げる親族に限る。）が

死亡した場合で，職員が葬儀，服喪その他の親族の死亡に伴

い必要と認められる行事等のため勤務しないことが相当であ

ると認められるとき 

親族に応じ同表の日数欄に掲げる連続する日

数（葬儀のため遠隔の地に赴く場合にあって

は，往復に要する日数を加えた日数）の範囲

内の期間 

職員が父母の追悼のための特別な行事（父母の死亡後市長

の定める年数内に行われるものに限る。）のため勤務しない

１日の範囲内の期間 
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ことが相当であると認められる場合 

地震，水害，火災その他の災害により職員の現住居が滅失

し，又は損壊した場合で，職員が当該住居の復旧作業等のた

め勤務しないことが相当であると認められるとき 

７日の範囲内の期間 

地震，水害，火災その他の災害又は交通機関の事故等によ

り出勤することが著しく困難であると認められる場合 

必要と認められる期間 

地震，水害，火災その他の災害時において，職員が退勤途

上における身体の危険を回避するため勤務しないことがやむ

を得ないと認められる場合 

必要と認められる期間 

 

 

 

１０ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

 

（１）分限処分者数（平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日）       〔単位：人〕 

区    分 降任 免職 休職 降給 合計 

勤務実績が良くない場合 
地公法第２８条 

第１項第１号 
０ ０   ０ 

心身の故障の場合 

地公法第２８条 

第１項第２号 

第２項第１号 

０ ０ ２  ２ 

職に必要な適格性を欠く場合 
地公法第２８条 

第１項第３号 
０ ０   ０ 

職制，定数の改廃，予算の減少に

より廃職，過員を生じた場合 

地公法第２８条 

第１項第４号 
０ ０   ０ 

刑事事件に関し起訴された場合 
地公法第２８条 

第２項第２号 
  ０  ０ 

条例で定めた事由による場合 
地公法第２７条 

第２項 
０ ０ ０ ０ ０ 

計 ０ ０ ２ ０ ２ 

 

 

（２）懲戒処分者数（平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日）       〔単位：人〕 

区    分 戒告 減給 停職 免職 合計 訓告等 

法令に違反した場合 
地公法第 29 条 

第１項第１号 
０ ０ ０ ０ ０ ０ 

職務上の義務に違反し又は職

務を怠った場合 

地公法第 29 条 

第１項第 2 号 
０ ０ ０ ０ ０ １３ 

全体の奉仕者たるにふさわし

くない非行のあった場合 

地公法第 29 条 

第１項第 3 号 
０ ０ ０ ０ ０ ０ 

計 ０ ０ ０ ０ ０ １３ 

 （注） 「訓告等」とは，事件当事者又は監督者に対して訓告，厳重注意などの実質的な制裁を伴わない矯正措置をいいます。 

 

 



１１ 職員の服務の状況 

 

営利企業等の従事許可の状況（地方公務員法第３８条関係） 

   （平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日）  

区 分 人（件） 

許可人数 

（または許可件数） 
２人 （２件） 

（注） 営利企業等の従事許可の状況とは，営利企業及びその他の団体の役員等への就任・従事すること，自ら営利を目的とする企業を営む

こと等をいいます。 

 

 

 

１２ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

 

（１）研修の実施状況（平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日） 

機関別研修 
本年度参加

者数 

前年度参

加者数 
備 考 

ひろしま自治人材開発機構等 69 人 97 人 自治総合研修センター等 

独自研修  688 人  404 人  

計 757 人 501 人  

 

 

（２）職員の勤務成績の評定の状況（地方公務員法第４０条） 

  （平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日） 

① 勤務評定の実施状況 

実施の有無 導入時期 

有 平成１６年度 

 

  ② 勤務評定の活用分野 

活 用 区 分 活 用 未活用 

任用管理 

昇任・昇格 ○  

配置転換 ○  

降任・免職  ○ 

人材育成  ○ 

給与上の処遇 
昇給  ○ 

勤勉手当  ○ 

 

  ③ 実施している勤務評定の概要 

    担当業務に関して目標や課題を明確にし，計画的・主体的に職務を遂行する意識を醸成

し，行政課題の積極的な解決と職務を通じた能力開発を促進するための目標管理制度を管

理職員に対し実施しています。 

    昇任・昇格時においては，所属長による勤務成績の評定をもとに行っておりますが，判

定の尺度や基準の明確化に努め，公正な人事評価制度の導入について検討していきます。 

 



１３ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 

（１）衛生管理体制（平成２５年度） 

区  分 設置事業場数及び選任者数 

衛生委員会 １箇所 

産 業 医 委託契約により対応（１名） 

 

 

（２）職員の福利厚生事業の状況 

① 互助会加入の状況（平成２５年４月１日現在） 

互助会名 加入者 

広島県市町村職員共済互助会 259 人（市長，副市長，教育長を含む。） 

広島県教育職員互助組合     8 人 

 

② 健康診断等の状況（平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日） 

事 業 名 内     容 受診者数 

義務的健康診断事業 

一般定期健康診断 55 人 

VDT 検診 0 人 

生活習慣病予防対策事業 

人間ドック 183 人 

大腸がん・乳がん等の検診 9 人 

 

③ その他の福利厚生事業の状況（平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日） 

内  容 事業実績 

職員福利厚生補助金 

(平成２４年度決算) 
 1,572,000 円（内水道事業 99,000 円） 

 

 

（３）公務災害等の認定状況（平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日） 〔単位：件〕 

区 分 市長部局等 教育委員会 公営企業 計 

公務災害 ０ ０ ０ ０ 

通勤災害 ０ ０ ０ ０ 

計 ０ ０ ０ ０ 

 



１４ 勤務条件に関する措置の要求の状況 （平成２４年度） 

                                      〔単位：件〕 

係属件数 処理件数 
次年度への

繰越 

（A）－（B） 

前年度

からの

繰 越 

新 規 

要 求 

計 

（A） 
却 下 

全 部 

否 認 

一 部 

容 認 

全 部 

容 認 
取下げ 

計 

（B） 

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

 

 

 

１５ 不利益処分に関する不服申立ての状況（平成２４年度） 

                                       〔単位：件〕 

係属件数 処理件数 
次年度への

繰越 

（A）－（B） 

前年度

からの

繰 越 

新 規 

申立て 

計 

（A） 
却 下 

処 分 

承 認 

処 分

修 正 

処 分

取 消 
取下げ 

計 

（B） 

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

 

 

 


